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岩手県 2（　8.7％） 2（　8.7％） 18（78.3％） 1（　4.3％） 23（100％）
宮城県 5（　8.3％） 32（53.3％） 10（16.7％） 13（21.7％） 60（100％）
















専門職 岩手県 宮城県 福島県
社会福祉士 6 6.1％ 14 2.1％ 4 1.7％
介護福祉士 33 33.7％ 41 6.1％ 52 21.8％
看護師 11 11.2％ 28 4.1％ 22 9.2％
保健師 0 0.0％ 9 1.3％ 1 0.4％
ヘルパー 19 19.4％ 38 5.6％ 38 15.9％
その他 24 24.5％ 53 7.8％ 31 13.0％
































スタッフ数 98（21センター） 581（45センター） 203（22センター）








センター数 割合 センター数 割合 センター数 割合
21 100.0％ 56 100.0％ 25 100.0％
見守り活動
仮設住宅 14 66.7％ 35 62.5％ 12 48.8％
内仮設住宅のみ 10 47.6％ 23 41.1％ 6 24.0％
借り上げ住宅 6 28.6％ 18 32.1％ 6 24.0％
在宅被災者 7 33.3％ 13 23.2％ 1 4.0％


















地域住民 5 21.7％ 37 67.3％ 6 24.0％
自治会 6 26.1％ 37 67.3％ 8 32.0％
民生委員 8 34.8％ 39 70.9％ 4 16.0％
地域包括支援センター 4 17.4％ 42 76.4％ 7 28.0％











































































































































































































































































































































































































































































































































　先行モデルとなった「ひなたぼっこ」は，2009 年 12 月より CLCが仙台市から「企画提案型
コミュニティビジネス運営事業（ふるさと雇用再生特別基金事業）」を受託して仙台市青葉区に
開所し，運営してきたものであった．元学生下宿などで使用されていた建物の 1，2 階部分を賃
借して改装し，多彩な交流の場，地域での暮らしを支える活動，子育ち・子育て支援の拠点，福
祉人材・地域人材の育成など，制度外のサービスや多様な機能で“誰もが住み慣れた地域で最期
まで”を叶えるための「地域に根差した拠点」となることを目指してきた．また，発災後は共同
支援ネットワークの活動拠点として，専門職の宿泊・食事の提供の場ともなった．
　2012年 4月からは，「新しい公共の場づくりのためのモデル事業」を仙台市市民局市民協働課
とともに宮城県から受託し「仙台市国見地区地域支え合いセンター」としても運営している．住
表 7　「あがらいん」の支援の展開（2011.12～ 2013.11）
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民が自由に集まり困りごとを表明することができる「たまり場」，住民が役割を担うことによる
相互の「支え合いの場」，住民が自分たちの生活課題を支援し合いながら解決するための「仕事・
雇用を作り出す場」，住民がまちづくりについて学び合いまちづくりに「参加する場」，幅広い世
代の交流を通して住民をつなぎ，支え手の育成を目指す「関係づくりの場」．これらの場づくり
を通して，地域で安心して住み続けられるための支援や環境の整備を行う「地域支え合いセン
ター」の構想を試行的に運営している．
　今後の自立支援の拠点を展望する上では，「ひなたぼっこ」の運営に見られるような地域（組
織）との結びつきに注目すべきである．「ひなたぼっこ」では，地域の町内会長，民生委員，地
区社協会長，国見地区連合町内会長，児童委員，老人会会長，介護事業所職員，地域包括，児童
館長などを委員とする運営推進委員会が 2か月に 1回開催され，住民の運営参加が行われること
で，そこで出た意見を受けて地域のニーズに応える事業拡大の検討を行い，住民主体の支え合い
活動を支援する拠点としての効果が拡大しているからである．
　復興複合期における対応として，国は共生型施設の構想を打ち出している 6．これらを活用し
ながら，災害公営住宅地域の拠点整備においてサービス重視の重装備型施設を建設することも 1
つの考え方ではある．重装備型として整備するか，地域支援・個別支援を中核的な機能とするか
の自治体判断が明確化される必要がある．
　「あがらいん」が仮設住宅併設の生活支援拠点モデルとすれば，「ひなたぼっこ」は「地域支え
合いセンター」としての恒久化に向けた生活支援拠点モデルと言える．双方ともに緊急受入れの
機能を果たすという点では，個別支援においても重装備型である．被災者の自立支援，住民主体
の地域支え合い活動支援のための地域支援拠点としてのあり方として，これら制度外対応拠点の
あり方から学ぶものは大きい．
　 6．復興複合期における地域支援のあり方　－まとめにかえて
　復興複合期（Ⅱ期）への地域支え合いの課題として議論すべきことは多いが，本稿の範囲内で
指摘しうることとして，ネットワーク化とそれに関連する人材育成問題を中心に整理しておこ
う．ここでは大きく 2つのネットワークをとりあげたい．
　1つめは，仮設住宅地，借り上げ住宅群，災害公営住宅地，周辺地域のように，居住地が多様
化していくなかで，支え合いの圏域と拠点，また支援の圏域と拠点に関して，エリアを確定しつ
つ，それらを結んでいく発想が求められることである．被災地には，サポートセンターから地域
食堂にいたるまで様々な支え合い拠点が生まれてきた．現段階で有効なのは，新たな施設やシス
テムを仕組み通りに導入するよりも，これらの多様な機能・資源をネットワークとして，「地域
としての支え合いの力」を高めることである．
　2つめは，仮設住宅退去者・広域避難者など，被災者の居住地が拡散していくなかで，広域的
につながりを保つネットワークである．このためには，これらを結ぶ中間支援組織や情報収集発
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信装置が必要である．そして実は，支え合いの広域ネットワークは，さらに戦略的な意味を持
つ．現代福祉の主要な課題は，中山間地や都市貧困地区の荒廃など，既存制度が機能しにくい領
域で生じている．一方，東日本の被災地は，制度が激甚的に失われてしまった地域とも言える．
つまり多くのことを「制度外問題」として解決しなくてはならないという点で，状況は通底して
いる．「地域支え合い」という制度外的コミュニティ・ソリューションを経験した東北の住民や
被災者支援従事者は，被災地内の「資産」であるばかりか，他地域を「助ける」社会資源でもあ
る．仮設期の被災地に生まれてきた工夫や仕組みを，非被災地を含む条件不利地域に伝え，そこ
で試み，展開して，それを再び被災地に還流させるような地域間交流が，翻って被災者や支援従
事者，あるいは各地の広域避難者をも勇気づけていくことにもなろう．
　（1）エリアネットワークの形成課題
　これからの被災地では，上の第 2節から 5節まで見てきたような，現場から生まれた地域支え
合いの多様な機能を，災害公営住宅地域のなかにどう再生していくかが課題となる．冒頭に紹介
したサポートセンターを再び同様に配置するのでは，十分な地域支援機能を展開し得ない．緊急
時の支援対応ができる重装備型センターを一定のエリアに配置する必要があるものの，むしろ，
地域住民の自主的な運営の条件を備えた拠点が小地域エリアの中で確保されることが望ましい．
いくつかの自治体においては，災害公営住宅地域内に拠点を計画しているところが見られる．例
えば女川町では，コミュニティプラザの名称で，これまでのサポートセンター（こころとからだ
とくらしの相談センター）のブランチ方式を継承する予定だが，周辺の仮設住宅や在宅住民をも
含めた交流の場とするなど，支援の方法を模索している．地域住民の自主的な活動を支援する地
域支援の担い手を維持するためには，宮城県の人材育成の中で開発され，被災住民の人材確保と
して機能した一連の研修関連の方法を継続できるよう配慮すべきだろう．
　すでに紹介したように，災害公営住宅の計画的な整備と，地域コミュニティづくりとを結びつ
ける役割を担う人材として，「地域福祉コーディネーター」の育成が進められつつある．石巻市
において，仮設期対応としてその配置が試みられているが，災害公営住宅の計画との整合性をど
のようにするのかが，今日的な課題となっている．個々の団地内コミュニティと，周辺地域，さ
らには団地間の交流を視野に入れた地域支援を担うことが，「地域福祉コーディネーター」に期
待されている．地域福祉コーディネートの機能として，個々の地域支援にとどまらない，地域や
エリアのマネジメントに係る力量を持つための方法の検討が急務であると言える．「地域福祉
コーディネーター」の役割としては，地域やエリアに存在する地域支え合い活動や資源をネット
ワーク化することが挙げられる．
　その際，市町村行政の役割をどのように位置づけるかが問われる．各種対象別の福祉計画で
は，こうした空間的な配置に対応する福祉サイドからの提起が十分にできない．すでに指摘した
ように，地域福祉計画をツールにしたまちづくり志向の提起が有効と考える．われわれは，宮城
県女川町の地域福祉計画の策定作業を支援するなかで，そのような役割を果たし得るかを検討し
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ているところである．
　なかでも国が被災地で先行的に進める方針である「地域包括ケアシステム」の運用との関係を
整理する必要がある．これまでとは異なり，地域性に根差した地域包括ケアシステム化が提案さ
れてきており，しかも住宅を基盤に構築しようとしている点では，その促進のための国の助成制
度を活用することも必要と言える．住民が参加する生活支援を組み込んでいる点においても，そ
の有効性を認め得るが，地域支え合いとして強調してきた自立支援の観点からすると，専門職中
心のシステム化による弊害について十分に留意する必要がある．むしろ，今後 2015年度から制
度導入が予定されている「生活困窮者自立支援法」の仕組みとの関連も念頭に置くべきであろ
う．
　これらの，国の方針や制度化の動向，さらには活用を視野に入れながら，地域福祉計画という
やや幅広の計画空間のなかで，あらためて地域支え合い構想を論議することが重要となる．われ
われとしては，たとえば女川町での試みにおいて，今後その方法の有効性を検証していきたい．
　（2）広域的ネットワークの形成課題
　こうしたエリアにおける支え合いのネットワークの構築とは異なり，広域的なネットワークも
復興複合期には必要となる．自治体間の支え合いの取り組みの情報交換と人材交流を支援する中
間支援組織の存在は，宮城県における支援事務所や CLCの役割を通して，福島県，岩手県の 2
県においてもその必要性が認識されてきている．例えば，「地域支え合い情報」に岩手県の枠が
導入され，サポートセンタースタッフと LSAの合同研修という宮城県方式が導入され始めてい
る．
　被災 3県を横断するネットワークの必要性は，先のサポートセンター 3県調査においても明ら
かにされている．各県境では，2つの県からの避難者を受け入れている自治体も見られるが，そ
こでの支援方法は相互乗り入れ的に組み立てられる必要がある．既に CLCでは，その情報交流
のためのセミナー（東日本大震災における広域避難者・支援者交流会，東日本大震災における広
域避難者の座談会）を数回に渡って開催しているが，今後の復興複合期における共通課題に対応
していく上でも，3県を横断する情報交換・協議の場が必要となる．
　本稿で取り上げた支援事務所は，復興複合期に向けての新しい役割を模索しながら，旧来の仮
設住宅地域での文字通りのサポートセンター支援とともに，その取り組みを担った人材が，新し
い災害公営住宅地域での地域コミュニティづくりに活用されるための方法として，地域福祉のマ
ネジャー層の育成を手掛けようとしている．われわれはそれらの研究会作業に対して，本稿の成
果を背景に問題提起をしているところである．その作業における結論の 1つは，それまでサポー
トセンターを拠点として育成された人材や，地域支え合いを担う各種の住民が活動できる条件整
備を行政担当者とともに構想し，具体的に事業に落とし，成果を出すためのマネジメントを遂行
できるための研修の仕組みを作ることである．広域レベルでのこうした人材育成の仕組みを作る
ことなしには，広域に及ぶ被災からの再生を進めることはできないと考えている．
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注
1　全国コミュニティライフサポートセンター（CLC）は中間支援組織として，高齢者及び障害者，子ど
もなどが自立した生活を営むために必要な支援を実施する団体や，それらの団体のネットワーク組織を
支援することにより，「だれもが地域で普通に」暮らし続けることのできる地域社会の実現を目指して
いる．1999年任意団体として設立され，2001年 2月 NPO法人化した．震災被災地支援に特化して活動
してきた訳ではなく，福祉ネットワーク支援事業，社会福祉に関する相談事業，情報の収集・提供事業，
セミナー企画・運営事業，出版・編集事業，調査・研究事業などを全国展開して行なってきた．
2　東日本大震災後に出された厚生労働省老健局「応急仮設住宅地域における高齢者等のサポート拠点の
設置について」（2011年 4月 19日通知）では，仮設住宅に入居した要介護高齢者等を対象に専門職が
サービス提供を行なう，介護・福祉サービス拠点（サポートセンター）の仮設住宅等への設置が示され
た．そこには，総合相談機能（ライフサポートアドバイザー（LSA）の配置等），デイサービス，居宅
サービス等（居宅介護支援，訪問介護，訪問看護，診療機能等），配食サービス等の生活支援サービス・
ボランティア等の活動拠点，高齢者，障害者や子ども達が集う地域交流スペースという例が挙げられて
いる
3　これらは，2012年度厚生労働省老人保健事業推進費等補助金　老人保健健康増進等事業『震災被災地
における要援護者への個別・地域支援の実践的研究』（CLC）の中で取り組んだ調査の一部である．
4　東北関東大震災・共同支援ネットワークは，次の 4種類の協働団体からなっている．①介護系全国組
織関連では，宅老所・グループホーム全国ネットワーク，特養・老健・医療施設ユニットケア研究会，
特養をよくする特養の会など．②被災現地法人関連では，社会福祉法人東北福祉会（仙台市・石巻市），
社会福祉法人石巻祥心会（石巻市）など．③社会福祉協議会では，宝塚市社会福祉協議会（兵庫県），
豊中市社会福祉協議会（大阪府）など．④研究機関では，東北福祉大学・日本福祉大学・神戸学院大学
などである．被災地のそれぞれの地域の事業者がこれまでどおり要援護者の支援を担うことができるよ
う，あるいは避難所や福祉避難所における支援が円滑に行われるよう，専門職のボランティアを全国か
ら募集し要請に応じて派遣・調整し，その宿泊拠点や食事の提供，物資の移送や分配，車両の提供など
多様な支援を行った．
5　『地域支え合い情報』は，被災者支援に取り組むサポーター（各種支援員）が地域支援に取り組む際
の参考となるよう，2012年 9月創刊された月刊誌である．被災地での自治会・住民による支え合い活動
の実践事例を，積極的に追い続けて紹介してきている．また，阪神淡路大震災等の支援の経験者や学識
経験者からのアドバイスも含めて掲載している．宮城県の被災者支援従事者研修は事業実施を CLCが
担っていることもあり，その際のテキストとしても活用されている．
6　この構想の報告書は，2012年度厚生労働省セーフティネット支援対策等事業費補助金　共生福祉施設
の設置運営支援事業　『地域共生拠点づくりの手引き』（三菱 UFJリサーチ＆コンサルティング）であ
る．
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